






　2003 年 11 月に成立した 2003 年刑事司法法（2）（以下，「2003 年法」とい


































































という。）65 条及び 66 条であるが，同法は「犯罪に厳しく，犯罪の原因に










年法 65 条 1 項），その上で，少年がそれまでに譴責処分及び最終警告処分を
受けておらず，かつ，犯罪が最終警告処分を相当とするほど重大ではないと








65 条 5 項）。もっとも，譴責処分や最終警告処分を決定するにあたっては，
少年や「適切な大人」の同意は必要とされなかった。
　譴責処分にされると，付加措置はないが，譴責処分歴は残り，それが将来





66 条 1 項，2 項及び 6 項）。また，最終警告処分を受けてから 2 年以内に対
象少年が有罪判決を受けると，裁判所は「例外的な事情」がない限り，条件
付釈放（conditional discharge）を言い渡すことはできないとされた（同法
66 条 4 項）。なお，少年が少年犯罪対策チームによるアセスメントを拒否し
た場合や，更生プログラムに失敗した場合は記録に残され，将来の刑事裁判











委託を受けて刑事司法全般を見直し，その結果をまとめた 2001 年 9 月の報
告書（「オールド・レポート」）である（16）。























































































　また，2008 年改正は，10 歳以上 18 歳未満の少年に対しても条件付注意処
分を導入したが，同改正は少年に対する最終警告処分を定めた 1998 年法を
改正し，同法に 66 条 A から H を追加する形で行われたため，少年に対す























































































































































































































































1 つ又は複数を付すことができる（2003 年法 22 条 3 項）。⒟は成人の外国人
犯罪者のみを対象としているため，少年には⒜から⒞の条件を付すことにな











コースの受講など（成人準則 para2.14 及び 2.15）。少年については，各種濫
用防止プログラムのほか，犯罪行動に対処するために少年犯罪対策チームが



















略式裁判で有罪になった場合に言い渡される罰金の最高額の 4 分の 1 か，
250 ポンドのどちらか低い方を超えられない（2003 年法 23 条 A）。少年につ
いては，いかなる犯罪でも 100 ポンドを超えられない（1998 年法 66 条 C）。
⒞-2　一定の時間，一定の場所での活動に対象者を参加させるもの
更生目的で必要とされる時間を除いて，合計 20 時間を超えられない。少年















とが可能であるが，対象となるのは 16 歳及び 17 歳の少年のみである。無償
労働は，被害額が算定できない場合や，損害賠償ができない少年が無償労働
を通じてコミュニティに間接的な償いをする場合に適しているとされ，全国



























身体傷害について表 4 のとおり上限を設定している（成人指示別表 B，少年
指示別表 B）。
表 4　身体傷害に対する補償金の上限額
擦過傷 打撲傷 内出血 残らない切り傷 捻挫
￡75 まで ￡100 まで ￡125 まで ￡100～200 ￡100～200
※成人指示別表 B 及び少年指示別表 B に基づき，筆者作成。
　また，②の金額を決定するには，対象者の資力，犯罪の重大性を含む事件
の状況を考慮し，少年の場合には少年犯罪対策チームからの情報も考慮すべ





標準 ￡50 ￡100 ￡150




最高額 ￡30 ￡50 ￡75
減軽する場合 ￡5～20 ￡5～30 ￡30～50
10 歳～
 13 歳
最高額 ￡15 ￡25 ￡35
減軽する場合 ￡5～10 ￡5～15 ￡15～20
※成人指示別表 B 及び少年指示別表 B に基づき，筆者作成。
　なお，②の制裁として金銭を支払わせる条件は，売春目的での徘徊及び勧






















































































































































































　まず，英国検察庁のホームページから入手できたのは，2008 年 10 月から
2014 年 9 月までの，各四半期（1～3 月，4～6 月，7～9 月，10～12 月）の
条件付注意処分に関する統計である。四半期では比較対照にやや不便である
ため，本稿では 2008 年から 2014 年までの各 1 年間（1 月 1 日～12 月 31 日）
で合計した数字を算出したが，原典が四半期ごとの統計であるため，2009
年，2010 年，2011 年，2012 年及び 2013 年は 1 年分の数字になっているも
のの，2008 年は 10 月から 12 月までの 3 か月分，2014 年は 1 月から 9 月ま
での 9 か月分という中途半端な数字になっている。
　また，2003 年法は 2003 年 11 月に成立したが，条件付注意処分が実施さ
れたのは 2004 年 12 月からであり，ほぼ半数の警察管区で実施されたのが













2010 年 1 月から訴追後の条件付注意処分について記載がなされており，そ
れ以前の数は不明である。
表 7　条件付注意処分を受けた者の総数
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
訴追前 2,122 8,449 7,301 5,465 3,948 1,333 260
訴追後 ― ―   940 1,066   692   686 517
合　計 2,122 8,449 8,241 6,531 4,640 2,019 777
3　減少状況
　検察庁の統計では，2013 年 4 月以降，訴追前に条件付注意処分を受けた




確認できる 2009 年から 2013 年までの落ち込み状況は，図 1 のとおりであ
る。
























薬物介入計画（DIP） 274 1,054 689 508 244 82 89 2,858
アルコール関連 234 872 443 224 146 31 ４１ 1,960




修復的正義 69 290 247 192 121 34 55 974
補償 1,620 6,951 6,236 5,007 3,475 1,162 1,287 24,576
謝罪の手紙 553 2,197 1,831 1,191 699 210 252 6,723
修復その他 66 209 163 96 62 39 58 654
行動制約 227 609 381 213 210 89 113 1,753



















　図 3 は，条件の遵守率を見たものである。2013 年 3 月までは 80％以上を





















































が，16 才以上の者に対し，50 から 80 ポンドの制裁金の支払いを通知する


















































　同様の結論は，2011 年 6 月の英国警察検査官及び英国検察検査官の協働
検査報告書「裁量権の行使：司法への入口」でも指摘されている（50）。同報
告書は，裁判外処分に対する批判を受け，2008 年 4 月から 2009 年 3 月まで













最も低かったのはその他の修復的正義による処分（40 件のうち再犯が 9 件；
再犯率 22.5％）で，次いで条件付注意処分（50 件のうち 18 件；36.0％），単
純注意処分（50 件のうち 21 件；42.0％），不秩序行為反則金通知（50 件の
うち 22 件；44.0％）となっていて，訴追された事案が最も高かった（50 件
のうち 40 件；80.0％）。
　被害者への聞き取り調査では，訴追された事案では回答のあった被害者の
満足度が高くなかった（22 人中，「満足」「とても満足」が 14 人；満足度
63.6％）のに対し，不秩序行為反則金通知（12 人中，12 人；100％）及び条
件付注意処分（11 人中，10 人；90.9％）では高く，単純注意処分（17 人中，




除く）で比較すると，訴追で平均 8 時間 45 分，条件付注意処分で平均 8 時
間 12 分，単純注意処分で平均 7 時間 11 分，留置を伴う不秩序行為反則金通
知で平均 6 時間 14 分，その他の修復的正義による処分で平均 5 時間 1 分，


















































































































無償労働をさせることも認められているが，英国法務省は，2006 年 12 月か
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